
固体量子センサコンソーシアム約款 

 

（総則） 

第１条 本約款は、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「機構」という。）、

国立大学法人東京科学大学（以下「東京科学大学」という。）及び国立大学法人東北

大学（以下「東北大学」という。）が共同で設置・運営する固体量子センサコンソー

シアム（以下「本コンソーシアム」という。）に関して第３条に定める会員に対して

適用されるものとする。 

 

（目的） 

第２条 本コンソーシアムは、産学が連携し、固体量子センサに関わる企業における量

子人材の育成及び量子センサ技術の普及を行い、もって固体量子センサの社会応用を

促進することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 本約款において、各用語定義は以下のとおりとする。 

（１）「会員」とは、第６条の規定により本コンソーシアムへの入会の承認を受けた

者をいう。 

（２）「企業」とは、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に定める会社

及びこれらに準ずる法人で、実質的な企業活動実績を持つ日本法人をいう。 

（３）「大学等」とは、国立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学法人、私立

大学及びこれらに準ずる学校等並びに国立研究開発法人及びこれに準ずる研究機

関をいう。 

（４）「団体」とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律

第４８号）第２条第１号に定める一般社団法人及び一般財団法人、並びに公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２条第

３号に定める公益法人をいう。 

（５）「運営委員会」とは、第９条に定める本コンソーシアムを運営するための委員

会をいう。 

（６）「テストベッド」とは、機構、東京科学大学又は東北大学が準備・整備した固

体量子センサ用の評価装置をいう。 

（７）「量子人材育成プログラム」とは、量子人材の育成を目的として機構、東京科

学大学又は東北大学により会員に提供される、テストベッドを活用した教育プログ

ラムをいう。 

 

（事業活動） 

第４条 本コンソーシアムでは、次の各号に定める活動（以下「本事業」という。）を

行う。 



（１）固体量子センサ技術を企業で担う技術者・研究者の育成 

（２）固体量子センサ技術の普及を目的としたテストベッド利用環境の整備 

（３）会員に対する量子人材育成プログラムの提供 

２ 前項第３号の量子人材育成プログラムの概要、受講料金及び受講申込書その他受

講の方法等については別に定める。 

 

（会員、年会費） 

第５条 本コンソーシアムの会員の種別は次の各号のとおりとする。 

（１）Q-LEAP会員 光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）「固体量子セ

ンサの高度制御による革新的センサシステムの創出」に実施機関として参画し、

本事業の目的及び事業活動に賛同する企業、大学等又は団体。 

（２）Q-STAR MDS会員 一般社団法人量子技術による新産業創出協議会（Q-STAR）量

子マテリアル・デバイス・センシング（MDS）部会に参画し、本事業の目的及び事

業活動に賛同する企業、大学等又は団体。 

（３）SIP会員 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「固体量子センサの社

会実装促進に向けた実践環境の構築」の参画機関であり、本事業の目的及び事業

活動に賛同する企業、大学等又は団体。 

（４）一般会員 前各号に該当しない、本コンソーシアムの目的及び本事業に賛同す

る企業、大学等又は団体。 

２ 会員は、その会員種別にかかわらず年会費は無料とする。 

 

（入会等） 

第６条 本コンソーシアムに入会を希望する企業、大学等又は団体は、別紙様式１に

定める入会申請書を第９条に定める運営委員会に提出しなければならない。 

２ 運営委員会は、前項で提出された入会申請書の内容に基づき、入会の可否及び会員

種別を判断の上、承認又は不承認の決定を行い通知するものとする。 

 

（会員登録事項の変更） 

第７条 会員は、会員種別に変更があるとき又は自らの活動員構成に変更があるとき

は、別紙様式２に定める登録事項変更申請書を運営委員会に提出しなければならな

い。 

２ 運営委員会は、前項で申請のあった変更事項が会員の種別である場合、その変更

について審議の上、承認又は不承認の決定を行い、その結果を申請のあった会員に

通知する。ただし、活動員の変更など機構が軽微な変更かつ変更に支障がないもの

と認めた場合は、機構は運営委員会の審議によらず承認通知書を発行できるものと

し、直近の運営委員会において機構より当該変更内容を他の委員に通知するものと

する。 

 



（退会） 

第８条 会員は、運営委員会に別紙様式３に定める退会申請書を提出することにより

本コンソーシアムを退会することができる。 

２ 退会申請書が提出されないかぎり、会員資格が継続されるものとする。 

３ 前項にかかわらず、会員が本約款を遵守しないとき、又は、機構、東京科学大学、

東北大学若しくは本コンソーシアムの名誉を毀損する行為があったと認められると

きは、運営委員会は、当該会員を退会させることができる。このとき、量子人材育成

プログラムの利用料金の残額は返金しないものとする。 

 

（運営委員会の設置及び構成） 

第９条 本コンソーシアムの運営のため、運営委員会を設置する。  

２ 運営委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

（１）委員長１名 

（２）副委員長３名 

３ 委員長は、本コンソーシアムを代表し、会務を総括する。  

４ 委員長は、機構に所属する役職員から機構が任命する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある場合にその会務を代行するほ

か、第１１条に定める専門部会の部会長を務める。 

６ 副委員長は、機構、東京科学大学及び東北大学に所属する役職員から１名ずつ選

出し、委員長が任命する。 

７ 委員の任期は原則として２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（運営委員会の機能及び役割） 

第１０条 運営委員会は、本事業の計画、予算及び決算等、本コンソーシアムの運営

に関する重要事項を審議し、出席する委員の全会一致をもって決定する。ただし、

全会一致をもって決定することができないときは、複数の意見のまま報告し、又は

少数意見を附して決定することができる。 

２ 運営委員会は、第１1条に定める専門部会の活動を総括し、専門部会に対して本事

業の活動に資する提言を行う。 

３ 運営委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長又は委員長が指名する副委

員長が議長を務めることとし、必要に応じて、書面又は電子メールによる開催とす

ることができる。 

４ 運営委員会は、委員全員の出席により成立する。 

５ 委員が委員会に出席できない場合は、あらかじめ当該委員が指名した者を代理出

席させることができる。 

６ 運営委員会は、必要があると認めるときは、運営委員会に会員の出席を求め、説

明又は意見を聴くことができる。 

７ 運営委員会は、次の各号に定める事項の事務を行う。 



（１）会員の入会及び退会に関すること 

（２）会員種別変更に関すること 

（３）専門部会の設置及び活動に係る庶務 

（４）報告会に関すること 

（５）成果の帰属に関すること 

（６）成果の公表に関すること 

（７）本コンソーシアムの終了に関すること 

 

（専門部会） 

第１１条 運営委員会は、本コンソーシアム内に、運営委員会の委員長が指名する副委

員長を部会長とする専門部会を設置することができる。 

２ 部会長は、専門部会の部員を指名することができる。 

３ 専門部会に関する事項は、運営委員会で別途定める。 

 

（事務局） 

第１２条 本コンソーシアムの業務を円滑に行うため、機構内に事務局を設置する。  

２ 事務局は、次の各号に定める事項の事務を行う。 

（１）運営委員会に付議すべき事項の協議に関すること。 

（２）運営委員会の議決した事項の執行に関すること。 

（３）その他機構が必要と認めた事項に関すること。 

３ 機構は、前項の事務局の業務を外部組織に委託することができる。 

 

（報告会の開催） 

第１３条 運営委員会は、会員を対象に、専門部会を含む本コンソーシアムの活動状

況についての報告会を毎年１回以上開催するものとする。 

２ 前項の報告会は、報告書の発行（電子媒体によるものを含む。）をもって代えるこ

とができる。 

 

（秘密保持） 

第１４条 本項に定める秘密情報の開示を受けた会員（以下、「受領者」という。）

は、本事業に関連して機構、東京科学大学、東北大学又は他の会員（以下、「開示

者」という。）から開示又は提供を受けた次の情報（以下、「秘密情報」とい

う。）を、開示者からの書面による事前の承諾なくして、第三者に開示し又は提供

してはならず、また、本事業以外の目的で使用してはならない。 

（１）開示者の技術上・営業上の情報であって、開示者が、文書、図面その他の有

形の媒体（電子メールを含む。）により開示し、又は提供するに際し、当該媒

体上に秘密である旨を表示したもの 

（２）開示者の技術上・営業上の情報であって、開示者が、口頭、映像その他の無



形的方法により開示し、又は提供するに際し、適宜の方法により秘密である旨

を表示し、かつ、開示後３０日以内に、書面をもって秘密である旨を通知した

もの 

２ 開示者から開示又は提供を受けた情報であっても、次の各号の一に該当するもの

は、これを秘密情報としない。 

（１）受領者が、開示者から開示又は提供を受けた時に、既に保有していたもの 

（２）開示者から開示又は提供を受けた時に、既に公知であったもの 

（３）開示者から開示又は提供を受けた後に、受領者の責めによることなく、公知

となったもの 

（４）受領者が、正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを客観的に立

証できるもの 

（５）受領者が、開示者から開示又は提供を受けた秘密情報によることなく、独自

に開発し、又は取得したもの 

３ 受領者は、開示者から提供された秘密情報の組成・特性の分析又はリバースエン

ジニアリングを、開示者の事前の書面による承諾なく行ってはならないものとす

る。 

４ 特定の会員間で、秘密保持に関する契約（秘密保持に関する規定を含む共同研究

契約等を含む。）・覚書等を締結している場合、又は締結した場合は、当該契約・

覚書等の対象とする事項については、当該契約・覚書等にて別途定める。 

５ 第１項の定めにかかわらず、受領者は、秘密情報を知る必要がある再開示先（弁

護士、弁理士、会計士又は税理士）に対して、都度事前に相手方の同意を得ること

なく、開示者の秘密情報を開示することができるものとする。ただし、この場合、

受領者は、本約款に定める自己に課せられた義務と同等の義務を当該再開示先に課

すものとし、当該再開示先の義務違反に関して全ての責任を負うものとする。 

６ 受領者は、本事業に携わる各々の従業員並びに秘密情報を知る必要のある自己の

役員及び従業員に対し、当該秘密情報を開示するときは、当該役員及び従業員に対

し、当該秘密情報が秘密を保持すべき事項であることを明示するとともに、当該役

員及び従業員に対して本約款に定める自己に課せられた秘密保持義務と同等の義務

を課すものとする。 

７ 受領者は、開示者の事前の書面による同意を得て秘密情報を第三者に開示する場

合、当該第三者に対して本約款に定める自己に課せられた秘密保持義務と同等の義

務を課すものとし、当該第三者の義務違反に関して全ての責任を負うものとする。 

８ 受領者は、第１項及び第２項の規定にかかわらず、裁判所又は行政機関等から法

令等に基づき秘密情報の開示を求められた場合には、次の各号の措置を講じること

を条件に、当該裁判所又は行政機関等に対して当該秘密情報を開示できるものとす

る。 

（１）開示する内容をあらかじめ開示者に書面で通知の上、十分協議し、当該開示

者の意見を尊重すること。 



（２）開示を命じられた部分に限り開示すること。 

（３）開示に際して、当該秘密情報が秘密である旨を文書により明らかにするこ

と。 

９ 受領者は、本事業の範囲を超える目的のために秘密情報の一部又は全部を複製し

てはならない。また、受領者は、本事業のため秘密情報を複製する必要がある場合

は、必要最低限の範囲とし、全ての複製物に複製物であることを明示するととも

に、番号を付した上で、本約款に定める秘密情報と同等に取り扱うものとする。 

１０ 開示者は、秘密情報に瑕疵があった場合にあっても、受領者に対し、瑕疵担保

責任を含む一切の責任を負わないものとし、秘密情報の正確性及び完全性について

一切の明示又は黙示の保証をしないものとする。ただし、開示者は、受領者に対

し、秘密情報を開示する正当な権限を有することを保証する。 

１１ 受領者は、自己の責めに帰すべき事由により秘密情報を漏えいした場合には、

開示者に対する損害賠償責任を負うものとする。 

１２ 受領者は、本コンソーシアムが終了した場合又は本コンソーシアム期間中に開

示者から書面による要求がある場合、直ちに秘密情報の全てを開示者の指示に従っ

て、自己の負担により返却又は破棄するものとする。なお、全ての複製物も同様に

取り扱うものとする。 

１３ 秘密情報は、開示者から受領者に開示された後においても、開示者の独占的所

有に係るものであり、受領者は、開示者の事前の書面による承諾なく、開示者の秘

密情報に基づく知的財産権取得のための出願をしないものとする。また、秘密情報

の開示は、本コンソーシアムの目的のために秘密情報を使用する権利を認める以外

に、明示又は黙示を問わず、特許権、著作権、営業秘密、ノウハウその他の秘密情

報に関する権利又はライセンスを相手方に付与するものではない。 

１４ 本条に定める秘密保持義務は、会員の資格期間中、及び、会員が会員資格を

失った場合であっても会員資格喪失の翌日から５年間、有効とする。 

 

（成果の帰属） 

第１５条 本事業の成果は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）発明等（特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権及び育成者

権の対象となる発明、考案、創作、育成、案出その他の技術的成果をいう。） 

（２）プログラム等（プログラム及びデータベースにかかる著作権をいう。） 

（３）ノウハウ（秘匿することが可能であって、かつ財産的価値を有する技術情報

をいう。） 

（４）成果有体物（研究材料、試薬、試料（遺伝子、細胞、微生物、菌株、化合

物、抽出物、実験動物、タンパク質等の生成成分等を含むが、これらに限定さ

れない。）、試作品（合金、単結晶、ナノチューブ等の生成物等を含むが、こ

れらに限定されない。）又は実験装置等であって、学術的、技術的又は財産的

価値を有する有形のものをいう。） 



２ 本事業において成果が生じた場合には、当該成果をなした機構、東京科学大学、

東北大学及び/又は会員は、速やかに運営委員会に書面により通知し、その帰属につ

いて同意を得なければならない。 

３ 前項の成果が、機構、東京科学大学及び/又は東北大学と会員の共同でなされたも

のである場合、当該成果はその共有に属するものとし、それぞれの貢献度を踏まえ

て持分並びに登録出願及び権利化の条件を協議の上決定するものとする。 

４ 前項の場合、当該成果に係る知的財産権並びに成果有体物（以下「本知的財産権

等」という。）は、当該成果をなした者が所属する会員、機構、東京科学大学及び/

又は東北大学に帰属させなければならない。 

５ 会員のみでなした成果及び当該成果に係る知的財産権の取扱いについては、関係

する会員間において別途協議の上決定するものとする。 

６ 運営委員会は、成果の帰属について疑義が生じた場合、関係する会員と協議の上

これを決定するものとする。 

７ 前五項の規定にかかわらず、量子人材育成プログラムの実施にあたり、別途、共同

研究契約を締結する場合の成果の取扱いに関しては、当該共同研究契約の定めに従う

ものとする。 

 

（成果の公表） 

第１６条 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、本事業の成果に関する情報を

第三者に開示する場合、又は公表（インターネット上での公表を含む。以下に同

じ。）を行う場合、事前に当該成果を創出した会員及び運営委員会の書面による承

諾を得なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、量子人材育成プログラム実施にあたり、別途、共同研究

契約を締結する場合の成果の公表に関しては、当該共同研究契約の定めに従うものと

する。 

 

（輸出管理） 

第１７条 会員は、本事業において、機構、東京科学大学、東北大学又は他の会員か

ら開示された情報を国際的な平和及び安全の維持の妨げを目的として自ら利用して

はならず、また、その意思を有する第三者に対して開示、移転してはならない。 

２ 会員は、本コンソーシアムにおける活動に際し、外国為替及び外国貿易法（昭和

２４年法律第２２８号）及びこれに関連する政省令、国際取決め並びに輸出先の輸

出管理に関する法令及び規則を遵守しなければならない。 

 

（個人情報の取扱い） 

第１８条 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、本事業のために本項に定める

個人情報を提供する会員（以下、「提供者」という。）から提供を受けた個人情報

（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に定義する「個人情



報」をいう。以下同じ。）について、関連する法令等に基づき善良な管理者の注意

をもって取り扱わなければならない。 

２ 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は次の各号に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、事前に提供者の書面による承認を受けた場合は、この限りではない。 

（１）他の当事者から預託を受けた個人情報を第三者に預託若しくは提供又はその

内容を知らせること。 

（２）他の当事者から預託を受けた個人情報を本約款の目的の範囲を超えて使用、

複製、又は改変すること。 

３ 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、他の当事者から預託を受けた個人情

報の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置

を講じなければならない。 

４ 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、他の当事者から預託を受けた個人情

報を本コンソーシアムの終了日又は会員資格を失った後に速やかに提供者に返還し

なければならない。ただし、相手方が別に指示したときは、その指示によるものと

する。 

５ 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、他の当事者から預託を受けた個人情

報について漏えい、滅失、き損、その他本条に係る違反等が発生したときは、相手

方に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。 

６ 前五項の規定については、本コンソーシアムの終了日又は会員資格を失った後で

あっても効力を有するものとする。 

 

（反社会的勢力等の排除） 

第１９条 暴力団や総会屋等、暴力、威嚇と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求

する集団又は個人（以下「反社会的勢力等」という。）を排除するため、会員が次

の各号のいずれかに該当した場合には、運営委員会は当該会員を除名することがで

きる。 

（１）会員が反社会的勢力等である場合、又は反社会的勢力等であった場合 

（２）会員の代表者、責任者若しくは実質的に経営権を有する者が反社会的勢力等

である場合、又は反社会的勢力等であった場合 

（３）会員の代表者、責任者若しくは実質的に経営権を有する者が反社会的勢力等

への資金の提供を行った場合、又は反社会的勢力等と密接な交際がある場合 

（４）会員の代表者、責任者若しくは実質的に経営権を有する者が反社会的勢力等

ないし威迫的な犯罪行為を行ったとして公に認識され、若しくは報道その他に

より一般に認識された者である場合、又はこの者と関わり、つながりのある者

である場合 

（５）会員が自ら又は第三者を利用して、機構、東京科学大学、東北大学又は他の

会員に対し、自身が反社会的勢力等である旨を伝え、又は会員の関係者が反社

会的勢力等である旨を伝えた場合（暴力団等と名乗る行為） 



（６）会員が自ら又は第三者を利用して、機構、東京科学大学、東北大学又は他の

会員に対し、詐術、暴力的行為、又は脅迫的言辞を用いた場合 

２ 機構、東京科学大学、東北大学及び会員は、自らが反社会的勢力等に該当せず、

また、前項各号のいずれにも該当しない者であることを確約する。 

３ 第１項により除名された者に対する利用料金の返却は行わないものとし、除名に

より当該会員に生じた損害について、機構、東京科学大学、東北大学及び他の会員

は一切責任を負わない。 

４ 第１項により会員を除名された者は、機構、東京科学大学、東北大学又は他の会

員に生じた損害について、その損害を賠償しなければならない。 

 

（終了） 

第２０条 本コンソーシアムは、次の各号のいずれかの場合に終了とする。 

（１）本事業の全部が終了したとき 

（２）運営委員会において終了の決議がなされたとき 

（３）会員がいなくなったとき 

（４）本コンソーシアムの維持が困難と委員長が判断したとき 

 

（終了の手続） 

第２１条 前条の規定による本コンソーシアムを終了した後の手続については、機構、

東京科学大学、東北大学及び終了時に会員であった者による別途協議の上決定するも

のとする。 

 

（賠償免責等） 

第２２条 機構、東京科学大学、東北大学は、第２０条の規定により本コンソーシアム

を終了した場合において、これにより会員に生じる損害については、一切その責任を

負わない。 

２ 本約款に関して疑義が生じた場合は、運営委員会で審議するものとし、運営委員会

において解決が見込めない場合に限り、裁判による解決を図ることとする。この場合、

本約款に関する訴えの第一審の専属的合意管轄裁判所は、東京地方裁判所とする。 

 

（約款の改廃） 

第２３条 本約款の改廃は、運営委員会で審議の上決定する。 

 

（その他） 

第２４条 本約款に定めるもののほか、本コンソーシアムに関し必要な事項は、運営委

員会で審議の上で別に定める。 

 

附 則 



（施行期日） 

  この約款の施行日は、令和６年１１月１３日とする。 

 

  



固体量子センサコンソーシアム入会申請書 

 

令和  年  月  日 

固体量子センサコンソーシアム 

運営委員会 委員長 殿 

 

住 所 

会員名※1 

責任者※2                   印 

 

 

 標記コンソーシアムの約款をはじめとする関連規程を遵守することを約し、以下の

とおり入会を申請します。 

 

 会員種別 

会員種別 アイテムを選択してください。 

 

 所属 役職 氏名※２ 連絡先 居住者確認 

（※別添参照） 

活動員名※

3 

（当コン

ソーシア

ム活動に

参画する

者） 

    ☐外為法上の

非居住者及び

特定類型に該

当しない 

事務連絡

担当者 

     

 

入会に際し、以下について同意します。 

・標記コンソーシアムの HP等に会員であることを公表すること（企業名およびロゴの

掲載）について同意する。 

・コンソーシアムで知りえた情報については、無断で公開しないことを遵守する。 

 

※１ 会員名には企業名、大学名、公的研究機関名を記載ください。 

※２ 責任者の氏名は、企業においては部長級、大学や公的研究機関においては研究

科長（学部長）、研究所長を想定しています。 

※３ 複数名の場合、適宜行を追加してください。 

【様式１】 



居住者・非居住者の定義 

 

１．外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）第 6 条第 1 項第 5 号・第 

6 号、外国為替法令の解釈及び運用について（蔵国第 4672 号）に基づき、個人、法人

の居住性（居住者・非居住者）の定義を下表に示す。 

 

 
個人（自然人） 法人等 

（法人、団体、機関その

他これらに準ずるもの） 

本邦人 外国人 

 

 

居

住

者 

①本邦内に住所又は居所を

有する者 

②本邦の在外公館に勤務す

る目的で出国し外国に滞在

する者 

①本邦内にある事務所に勤

務する者 

②本邦に入国後６月以上経

過するに至った者 

①本邦内に主たる事務所

を有する法人等 

②外国の法人等の本邦に

ある支店、出張所その他

の事務所 

③本邦の在外公館 



 

 

 

 

 

 

非

居

住

者 

①外国にある事務所（本邦

法人の海外支店等及び現地

法人並びに国際機関を含

む。）に勤務する目的で出国

し外国に滞在する者 

②２年以上外国に滞在する

目的で出国し外国に滞在す

る者 

③①又は②に掲げる者のほ

か、本邦出国後外国に２年

以上滞在するに至った者 

④①から③までに掲げる者

で、事務連絡、休暇等のため

一時帰国し、その滞在期間

が６月 

末満のもの 

①本邦内に住所又は居所を

有しない者 

②外国政府又は国際機関の

公務を帯びる者 

③外交官又は領事官及びこ

れらの随員又は使用人。た

だし、外国において任命又

は雇用された者に限る。 

①本邦内に主たる事務所

を有しない法人等 

②本邦の法人等の外国に

ある支店、出張所その他

の事務所 

③本邦にある外国政府の

公館（使節団を含む。）及

び本邦にある国際機関 

 

２．居住者・非居住者の判断で特に注意すべき例を以下に示す。 

 

(1) 本邦に入国後 6 か月以上経過するに至った者は、個人としては居住者とされる



が、外国の法人との共同研究契約に基づいて研究者を受入れる場合には、個人

に対する取引ではなく、外国の法人との取引になるため、非居住者（外国法人）

の扱いとなる。 

(2) 外国人が機構に雇用される場合は一般に居住者となるが、非常勤で、主として

外国に居住する場合又は日本に住所若しくは居所がない場合は非居住者となる。 

  



特定類型該当者の定義 

 

１．「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に

基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」（平成４年１２ 月２１日

付け４貿局第 ４９２号）に基づき、特定類型該当者の定義を以下に示す。 

 

次の①から③までに掲げる者（自然人である居住者に限る。）を特定類型該当者とい

う。 

 

① 外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（その本邦内の支店、出張所

その他の事務所を除く。以下「外国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府

機関、外国の地方公共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体

（以下「外国政府等」という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契

約を締結しており、当該契約に基づき当該外国法人等若しくは当該外国政府等の指

揮命令に服する又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して善管注意義務

を負う者 

 

② 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年

間所得のうち２５％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得る

ことを約している者 

 

③ 本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者 

 

２．特定類型該当者の例 

①外国政府や外国法人等との間で雇用契約等の契約を締結し、当該外国政府や外

国法人等の指揮命令に服する又はそれらに善管注意義務を負う者 

・外国の大学又は研究機関と雇用契約を結び研究職（教授職）を兼職している者 

・外国の企業に雇用されている者 

・外国の法人の取締役、監査役に就任している者（委任契約を締結している者） 

 

②経済的利益に基づき、外国政府等の実質的な支配下にある者 

・外国政府から留学資金の提供を受けている外国人留学生 

・外国政府の理工系人材得プログラムに参加し、個人的に多額の研究資金や生活費の

提供を受けている研究者 

 

③国内において外国政府等の指示の下で行動する者 

・行動に関し外国政府等の指示や依頼を受けている者  



 

固体量子センサコンソーシアム会員登録事項変更申請書 

 

令和  年  月  日 

固体量子センサコンソーシアム 

運営委員会 委員長 殿 

 

住 所 

会員名※1 

責任者※2 

 

 

 標記コンソーシアムの会員登録申込書に記載の事項について、変更が生じたため、

以下のとおり届け出ます。 

 

変更前 

 会員種別 

会員種別 アイテムを選択してください。 

 

 所属 役職 氏名※２ 連絡先 

活動員名※3 

（当コン

ソーシアム

活動に参画

する者） 

    

事務連絡担

当者 

    

 

変更後 

 会員種別 

会員種別 アイテムを選択してください。 

 

 所属 役職 氏名※２ 連絡先 

活動員名※3 

（当コン

ソーシアム

活動に参画

    

【様式２】 



する者） 

事務連絡担

当者 

    

 

 

※１ 会員名には企業名、大学名、公的研究機関名を記載ください。 

※２ 責任者の氏名は、企業においては部長級、大学や公的研究機関においては研究

科長（学部長）、研究所長を想定しています。 

※３ 複数名の場合、適宜行を追加してください。 

  



 固体量子センサコンソーシアム会員退会申請書 

 

令和  年  月  日 

固体量子センサコンソーシアム 

運営委員会 委員長 殿 

 

住 所 

会員名※1 

責任者※2 

 

 

 標記コンソーシアムから退会したいため、以下のとおり届け出ます。 

 

 

 

退会理由 

 

 

 

 

 

※１ 会員名には企業名、大学名、公的研究機関名を記載ください。 

※２ 責任者の氏名は、企業においては部長級、大学や公的研究機関においては研究

科長（学部長）、研究所長を想定しています。 

 

【様式３】 


